
  【別添１】 

「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和６年10月末時点） 

 

１ 外国人雇用事業所及び外国人労働者の状況 
 

  令和６年10月末時点の外国人雇用事業所数は2,427所、外国人労働者数は14,240人である。

令和５年10月末時点の2,194所から233所（対前年増加率10.6％）、12,015人から2,225人（同

18.5％）の増加となっており、外国人雇用事業所数、外国人労働者数ともに前年からの増

加数が過去10年で最も多い。 

  事業所規模別にみると、「30人未満」規模の事業所が最も多く1,464所で、全体の60.3％

を占めている。また、「30人未満」規模の事業所は、令和５年10月末時点の1,279所から185

所増えており、事業所増加数も最も多い。 

 [別表２]、[別表８]、[参考-１]、[参考-３] 、[参考-７] 

 

 

【図１ 外国人雇用事業所数及び外国人労働者数の推移】 （各年10月末時点） 

（単位：所、人） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【図２ 事業所規模別外国人雇用事業所数及び外国人労働者数】 （令和６年10月末時点） 
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２ 国籍別にみた外国人労働者の状況 
 
  国籍別にみると、ベトナムが最も多く5,124人（構成比36.0％）、次いで、インドネシア3,258

人（同22.9％）、フィリピン1,964人（同13.8％）、ミャンマー1,198人（同8.4％）の順とな

っており、この４か国で外国人労働者全体の81.1％を占めている。 

  令和５年10月末時点では、ベトナム、インドネシア、フィリピン、中国の順であったが、

ミャンマーが629人増（対前年増加率110.5％）の1,198人で中国を上回った。また、インド

ネシアは1,075人増えており、増加人数が最も多い。 

  国籍別の上位４か国の在留資格に占める割合は、「技能実習」については、ベトナムが

3,348人（46.1％）、インドネシアが2,226人（30.7％）、ミャンマーが737人（10.2％）、フィ

リピンが510人（7.0％）となっており、この４か国で全体の93.9％を占めている。 

  「専門的・技術的分野の在留資格」については、ベトナムが1,453人（33.3％）、インドネ

シアが919人（21.1％）、フィリピン631人（14.5％）、ミャンマーが397人（9.1％）となって

いる。 

  「身分に基づく在留資格」については、フィリピンが782人（50.6％）で半数を占めるが、

ベトナム、インドネシア、ミャンマーは少ない。なお、同在留資格が２番目に多いのは中

国の283人（18.3％）である。 [別表１]、[参考-４] 

 

 

【図３ 国籍別外国人労働者数の推移】 （各年10月末時点） 

（単位：人） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
【図４ 外国人労働者数上位４か国が在留資格に占める割合】 （令和６年10月末時点） 
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３ 在留資格別にみた外国人労働者の状況 
 

  在留資格別にみると、「技能実習」が最も多く7,261人で外国人労働者全体の51.0％を占

めている。次いで、「専門的・技術的分野の在留資格」4,359人（構成比30.6％）、「身分に基

づく在留資格」1,544人（同10.8％）の順となっている。 

  各在留資格の増減については、「技能実習」が997人の増加、「専門的・技術的分野の在留

資格」が928人の増加、「資格外活動」が152人の増加、「特定活動」が92人の増加、「身分に

基づく在留資格」が56人の増加となっており、全ての在留資格で外国人労働者数が増加し

ている。 

  なお、［別表１］等の「専門的・技術的分野の在留資格」の内訳で示している「特定技能」

についても、令和５年10月末時点から835人増加し3,099人となっている。 

  「特定技能」については、［別表９］において特定産業12分野別（令和６年９月30日付で

追加された「自動車運送業」等４分野を除く。）の内訳も示している。 

 [別表１]、[別表９]、[参考-５] 

 

 

【図５ 在留資格別外国人労働者数の推移】 （各年10月末時点） 

（単位：人） 
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４ 産業別にみた外国人労働者の状況 
 

産業別にみると、「製造業」が最も多く5,481人で、外国人労働者全体の38.5％を占めて

いる。次いで、「農業・林業」2,071人（構成比14.5％）、「建設業」1,540人（同10.8％）、

「医療・福祉」1,355人（同9.5％）の順となっている。 

製造業の中でも「食料品製造業」の就労者が4,135人で最も多く、製造業全体の75.4％を

占めている。 

令和５年10月末時点では、「製造業」、「農業・林業」、「建設業」、「卸売業・小売業」の順

であったが、「医療・福祉」が368人増の1,355人で「卸売業・小売業」を上回った。また、

「製造業」は611人増えており、増加人数が最も多い。 

対前年比増加率が高い産業は、「医療・福祉」37.3％、「建設業」28.9％、「宿泊業・飲食

サービス業」27.0％である。 [別表４]、[別表６]、[別表７]、[参考-６] 

 

 

【図６ 産業別外国人労働者数の推移】 （各年10月末時点） 

（単位：人） 
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